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平成16年12月期       中間決算短信（連結）      (財)財務会計基準機構会員  

平成16年8月12日 
上 場 会 社 名 ケネディ・ウィルソン・ジャパン株式会社 上場取引所（所属部） 東証2部  大証ヘラクレス 

コ ー ド 番 号 ４３２１ 本社所在都道府県 東京都 

（ＵＲＬ http://www.kwjapan.com）  

代 表 者 役職名 代表取締役社長 本間 良輔   

問合せ先責任者 役職名 取締役兼執行役員CFO 吉川 泰司  TEL  (03) 3519-2530 

決算取締役会開催日  平成16年8月12日  

親 会 社 名  無  親会社における当社の株式保有比率   ― 

米国会計基準採用の有無  無  
 

１ 16年6月中間期の連結業績（平成16年1月1日～平成16年6月30日） 

(1) 連結経営成績                                                        （百万円未満切捨） 
 営業収益 営業利益（対前期増減率） 経常利益（対前期増減率） 

 百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％ 

16年6月中間期 2,952     (72.5) 1,665    (148.1) 1,548    (202.0) 

15年6月中間期 1,712     (46.5)    671     (30.5)  512    (△2.4) 

15年12月期 5,071     (60.7)  1,951     (43.4) 1,462     (12.6) 

 

 
中間(当期)純利益 

１株当たり 

中間(当期)純利益 

潜在株式調整後 

1株当たり中間(当期)純利益 

 百万円    ％ 円   銭 円   銭 

16年6月中間期 923    (216.5) 12,887  67 12,544 49 

15年6月中間期 291     (15.4)  4,264  81 4,052  36 

15年12月期           871     (37.5) 12,571  41 11,895  02 

 (注) １. 持分法投資損益 16年6月中間期 35百万円 15年6月中間期 27百万円 15年12月期 74百万円 

２. 期中平均株式数（連結） 16年6月中間期 71,645株 15年6月中間期 68,399株 15年12月期 69,342株 

３. 会計処理の変更 有 

４. 営業収益、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

(2) 連結財政状態 
 総 資 産 株主資本 

 

株主資本比率 １株当たり株主資本 

         百万円        百万円           ％           円  銭  

16年6月中間期 28,407 6,501 22.9 90,598   36 

15年6月中間期 25,712 4,610 17.9 67,404   71 

15年12月期 11,438  5,499 48.1 77,085   32 

(注)  期末発行済株式数（連結） 16年6月中間期 71,762株 15年6月中間期 68,406株 15年12月期 71,340株

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 
 営 業 活 動 に よ る 

キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 

投 資 活 動 に よ る

キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

現 金 及 び 現 金 同 等 物

期 末 残 高

            百万円            百万円          百万円            百万円

16年6月中間期 △69 △13,352 14,155 6,465 

15年6月中間期 △461 △4,757 5,704 3,237 

15年12月期 △1,443 11,645 △7,221 5,731 

(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
連結子会社数     17社         持分法適用非連結子会社数3社        持分法適用関連会社数     36社 

(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
連結（新規）      － 社 （除外）   3社 持分法（新規）    8社 （除外） 3 社 

２  16年12月期の連結業績予想（平成16年1月1日～平成16年12月31日） 

 営業収益 経常利益 当期純利益 

 百万円  百万円  百万円  

通 期 4,740 2,080 1,200 

（参考） 1株当たり予想当期純利益（通期）  16,391円99銭 

(注)1株当たり予想当期純利益は、16年12月期の予想期中平均株式数73,206株を用いて算出しております。 

  業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって

予想数値と異なる場合があります。なお、上記予想に関する事項につきましては、添付資料の7ページをご参照ください。 
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１． 企業集団の状況 

当社グループは、当社、子会社23社及び関連会社36社で構成され、不動産投資アドバイザリー事業、ア

セットマネジメント事業、債権投資マネジメント事業を行っております。 

 

当社グループの状況を図示すると次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)不動産投資アドバイザリー事業 

不動産投資アドバイザリー事業部門では、主に顧客投資家の不動産投資支援サービス業務、自己勘定に

よる不動産投資業務等を行っております。 

不動産投資支援サービスでは、顧客投資家のニーズに沿った投資戦略に基づき、投資スキームの構築や投

資不動産の発掘、収益性分析、ノンリコースローン等の資金調達を実施し、投資実行に至った時点でアク

イジションフィーやコンサルティングフィーを受領します。同時に、顧客投資家に提案する投資スキーム

の中では、当社自身も少額投融資を行い、より明確に顧客投資家との利害を一致させるとともに、当社と

してもより大きな利潤を獲得することを目指しています。 
また、当社では企業年金等の国内機関投資家の多様なニーズに応えるべく、リスクとリターンを自在にア

レンジした不動産ポートフォリオを商品化しております。この為、物件の取得・一時的な保有を目的とし、

当社の連結子会社である投資ビークルを通じて、自己勘定による投資を行っております。これらの物件から

は保有期間中の賃料収入や、売却時の売却益を獲得しております。 

 

当社 
ｹﾈﾃﾞｨ･ｳｨﾙｿﾝ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ 

子会社／関連会社 
（投資ﾋﾞｰｸﾙ：匿名組合営業者） 

顧客投資家 

持分法適用関連会社 
㈱ｱｾｯﾄ･ﾜﾝ 

住宅流通㈱ 

連結子会社 
ﾊﾟｼﾌｨｯｸ債権回収㈱ 

不動産投資 
ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ事業 ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ事業 

債権投資 
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ事業 

連結子会社 
ｹｲﾀﾞﾌﾞﾘｭｰ･ﾍﾟﾝｼｮﾝ･ 
ﾌｧﾝﾄﾞ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ㈱ 

 

連結子会社 
ｹｲﾀﾞﾌﾞﾘｭｰ･ﾃﾞﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄ㈱ 

連結子会社 
ｹｲﾀﾞﾌﾞﾘｭｰ･ﾘｰﾄ･ 
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 
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(2)アセットマネジメント事業 

アセットマネジメント事業は、不動産投資実行後の保有期間中、不動産の資産価値を上昇させるためのプ

ランを策定し実行していく業務であり、不動産の運営管理、顧客投資家・金融機関へのレポート等を含む一

連のサービスの対価として、アセットマネジメントフィーを受け取ります。 
また投資不動産の売却時にはディスポジションフィーを受領しますが、さらに当社が適切に業務を遂行し、

一定の投資利回りを超える投資利益が実現した場合には、投資利益に応じて決定されるインセンティブフィ

ーを獲得いたします。 
 
(3)債権投資マネジメント事業 

当社グループは、金融機関が放出する不動産担保付債権を投資対象とし、顧客投資家ニーズに沿った投資

計画に基づき、投資スキームの構築、債権及び担保不動産の選定及び価値算定、投資実行、担保不動産の売

却、債権の管理回収等を行っております。これら一連の過程において、当社グループは不動産投資と同様に

アクイジションフィー、アセットマネジメントフィー、ディスポジションフィー、インセンティブフィー等

のフィー収入を獲得します。 
また顧客投資家に提案する投資スキームの中では、当社グループ自身が少額投融資を行うことで、明確に

顧客投資家との利害を一致させるとともに、当社グループとしてもより大きな利潤を獲得することを目指し

ております。 
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 ２．経営方針 
(1)経営の基本方針 

当社グループは、不動産及び不動産金融に関する専門家集団として、綿密な調査力と確かな不動産関連ノ

ウハウを駆使し、常に変化する不動産市場の動静を冷静に分析・評価することにより、最大の投資リターン

の実現を目指して事業を展開してまいりました。 

今後も、目的意識と誠実さを重んじ、顧客や社員、そして投資家の皆様との長期的な信頼関係を大切にし、

企業価値を最大化することを通じて社会に貢献してまいりたいと考えております。 

 

(2)利益配分に関する基本方針 

当社は株主への利益還元を経営の重要な課題と位置づけており、配当政策については企業体質の強化と将

来の事業展開のために内部留保の充実を図ると同時に、業績に応じた配当を継続的に行うことを基本方針と

しております。 

従来、当社は成長過程にあるものと位置付け、内部留保については収益性の高い自己勘定投資物件の取得

等、今後の事業拡大のための投資等に充当し、配当の実施を見送ってまいりました。 

しかし、通期の業績見通しや不動産アセットマネジメント残高の順調な増加等から安定的な配当の実施が

可能な段階に入ったと判断し、当期より配当を実施することといたしました。当期につきましては1株当た

り普通配当を1,500円とする予定であり、これにより配当性向は約10％となる見通しであります。また、内

部留保金につきましては自己勘定投資物件の取得等に充当し、一層の事業拡大に努める所存であります。 

当社は一層の業績の向上を目指すことが株主に対する最大の利益還元につながるとの認識に立ちながら、

同時に積極的な利益還元策を検討していく所存であります。 

 

(3)投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

当社は、株式市場において適正な株価が形成されるため、株式の流動性を高めるとともに投資家層の拡大

を図ることが重要であると考えております。 

当社は平成15年2月20日をもって1株を2株に株式を分割しておりますが、最近の株価水準を勘案し、

平成16年8月12日開催の当社取締役会において、平成16年12月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿

に記載された株主の所有株式数を1株につき3株の割合を持って分割することを決議いたしました。今後も

株主利益の最大化、個人投資家層の拡大、株式流通の活性化の施策を検討してまいります。 

 

(4)目標とする経営指標 

当社は一層の経営の安定性確保を重視し、安定的な収入を獲得できるアセットマネジメント事業の拡大に

注力しておりますが、当該方針にのっとり不動産アセットマネジメントの受託残高を当社における最も重要

な経営指標と捉えております。なお、当中間期末の受託残高は約1,696億円となり、前期末比41.3%の増加
を達成いたしました。 
 

(5)中長期的な経営戦略 

当社グループが事業として行っている不動産及び不動産金融の分野は、不良債権処理に伴う物件の売却や

減損会計を控えた企業の財務リストラを背景に、一層の市場拡大が見込まれております。また、J-REIT市場

の拡大や当社の推進している年金資金の不動産投資に見られるように、長引く低金利下における高利回りの

運用手段として不動産投資がにわかに注目を集めています。このような環境において、当社グループの専門

性・創造性は今後益々ニーズが高まることが予想され、当社グループは一連の投資プロセスに対して総合的

で包括的な投資サービスの提供を積極的に行っていく方針です。 

アセットマネジメント事業による安定的な収益を確保しながら、収益性の高い不動産投資アドバイザリー

事業及び債権投資マネジメント事業と融合させ、安定的かつ収益性の高い企業グループを形成し、我が国を

代表する不動産のアセットマネジャーを目指してまいります。 
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(6)会社の対処すべき課題 

不動産投資に対する関心が高まる中、当業界への新規参入も増加しており、J-REITの市場拡大等とも相俟

って、優良不動産物件の取得に関しては一段と競争が激化しております。このような中、当社においては、

これまで蓄積してまいりました実績を生かしながら、優良な物件の発掘・取得に向けて一層尽力しておりま

す。一方、顧客投資家についても、当期取引を開始した企業年金を中心に国内機関投資家への取組を一層強

化するとともに、更なる多様化を図ってまいります。 

また、当社の事業におきましては、高い専門性と経験を有する人材を確保することが重要ですが、この為、

思い切った権限の委譲や、業績に連動した報酬体系の導入により、従業員の士気の維持・向上に努めており

ます。 

なお、当社は、当社株式の流動性の向上などを目的とし、平成15年12月に東京証券取引所市場第二部に上

場をいたしましたが、今後も業容の拡大に応じて、安定的な資金調達環境や充実した社内体制の整備に、積

極的に取り組んでまいります。 
 

(7)会社の経営管理組織の整備等（コーポレート・ガバナンスの充実）に関する施策 

株主重視の流れや経済のグローバル化に伴い、企業における迅速な意思決定と、それをチェック、コント

ロールするための仕組みとして、当社においてもコーポレート・ガバナンスの一層の充実を目指しておりま

す。 
当社の取締役会は取締役4名、監査役3名により運営され、このうち取締役1名は中央大学教授である柏
木昇を社外取締役として招聘しております。取締役会は原則月1回、定期的に開催しておりますが、社外取
締役も毎回出席し、法律の専門家の立場より業務執行に対して有効な助言を行っております。 
なお、目まぐるしく変化する不動産市場に対応するため、当社では執行役員制度を導入し、意思決定・監

督と業務執行を分離することで、取締役会の活性化と経営のスピードアップを図っております。 
また当該制度をより実効性の高いものとするため、投融資等委員会を設け、一定の基準に合致する重要な

投資案件等については、取締役会での承認前に様々な観点からリスクを検討し、その実行を包括的に議論す

ることとしております。 
 

３．経営成績及び財政状態 

(1)当中間連結会計年度の概況 

当中間連結会計期間における我が国経済は、輸出や設備投資が増加するなど回復の兆しを見せており、全

般的に景気は緩やかな回復傾向にありました。 
当社グループの属する不動産及び不動産金融業界におきましては、金融機関の不良債権処理の進展や減損

会計の導入を背景とした不動産の売却や流動化が活発であり、また、機関投資家の投資意欲が旺盛なことか

ら追い風のビジネス環境が続いております。 
このような状況の中、当社グループにおいては不動産及び不良債権の両分野において、優良案件の発掘と

顧客投資家への投資機会の提供に努めてまいりました。投資物件の取得も順調に進み、当中間連結会計期間

において3番目となる企業年金との不動産ファンドを組成するなど、不動産アセットマネジメント受託残高
は順調に増加いたしました。 
この結果、当中間連結会計期間の業績は、営業収益2,952百万円（前年同期比72.5%増）、経常利益1,548

百万円（同202.0%増）、中間純利益923百万円（同216.5%増）となりました。 

 
事業の種類別セグメントの業績は､次のとおりであります。 
 

①不動産投資アドバイザリー事業 

不動産投資アドバイザリー事業につきましては、賃貸事業収入は自己勘定物件の減少により大幅に減少し

たものの、物件取得が順調に進み、これに伴うアクイジションフィーが大幅な増収となった他、開発案件の

完成及び売却に伴う匿名組合損益が実現したことや、不動産のオフバランスに関するコンサルティングフィ

ーが計上されたことなどから、営業収益は1,488百万円(前年同期比31.9%増)、営業利益は1,097百万円（同
57.8%増）となりました。 
 



6 

②アセットマネジメント事業 

アセットマネジメント事業につきましては、アセットマネジメント受託残高の増加に伴い、アセットマネ

ジメントフィーが増加したことに加え、物件売却に伴うインセンティブフィーが計上された結果、営業収益

は631百万円(前年同期比125.7%増)と大幅に増加し、営業利益は320百万円（同177.5%増）となりました。 
 

③債権投資マネジメント事業 

債権投資マネジメント事業につきましては、大型案件に係る債権回収益が実現し、債権回収益が多額に計

上されたことから、営業収益は833百万円(前年同期比174.2%増)、営業利益は505百万円（同822.3%増）
となりました。 
 

 

(2)財政状態の変動 

当社グループは、平成14年12月期から、自己勘定による物件の保有を開始したことにより、物件の取得・

売却の時期や金額に応じて当社の連結上の財政状態の変動は一層大きくなる傾向にあります。これらの要

因により、財政状態の期間比較による分析が困難となる場合があります。 

例えば、自己勘定投資残高が増加した平成14年12月期末の連結総資産額は20,077百万円でしたが、当該

投資物件を年金向けファンドに売却した平成15年12月期末の連結総資産額は11,438百万円となり大きく減

少しています。 

また、物件の取得に伴って連結子会社にてノンリコースローンによる資金調達を行っており、これによ

り連結財務諸表上の有利子負債残高が著しく増減しております。但し、当該借入は物件を保有している子

会社を対象に融資され、返済はその保有資産の範囲内に限定されるため、当社の有利子負債への依存の分

析にあたっては、当該ノンリコースローンの影響を控除する必要があります。例えば、平成14年12月期の

連結有利子負債残高は総額13,370百万円でありますが、このうち8,386百万円がノンリコースローンとして

の借入であり、当社に最終返済義務のある債務は4,983百万円にとどまることになります。但し、平成15年

12月期及び平成16年6月期の連結有利子負債残高はそれぞれ4,922百万円及び19,052百万円でありますが、

ノンリコースローンの残高はありません。 

なお、有利子負債の自己資本（純資産）に対する比率（デット・エクイティ・レシオ）の推移は以下の

通りです。 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年6月

有利子負債（千円）① 1,341,531 13,370,324 4,922,733 19,052,140

（うちノンリコースローン（千円）②） (―) (8,386,625) (―) (―)

自己資本（純資産）（千円）③ 793,080 4,313,816 5,499,266 6,501,520

デット・エクイティ・レシオ ①／③（％） 169.2 309.9 89.5 293.0

ノンリコースローン控除後デット・エクイティ・レシオ
（①-②）／③（％） 

(―) (115.5) (―) (―)

 

 

(3)キャッシュフローの状況 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物は、匿名組合出資金の拠出・購入による支

出や自己勘定による不動産に係る有形固定資産の取得による支出があったものの、借入金の増加及び社債の

発行による収入並びに有形固定資産の売却による収入等により、当中間連結会計末において前連結会計年度

末に比べ、733百万円増加し6,465百万円となりました。 
 
①営業活動によるキャッシュ・フロー 
当中間連結会計期間において営業活動の結果使用した資金は、69百万円（前年同期比84.8％減）となりま
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した。これは主に、匿名組合出資金の拠出・購入による支出が1,265百万円増加したものの、税金等調整前

当期純利益の増加、買取債権の回収及び譲渡による収入等があったことによるものであります。 

 
②投資活動によるキャッシュ・フロー 
当中間連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は、13,352百万円（同180.7％増）となりまし

た。これは主に有形固定資産の売却による収入が7,556百万円増加したものの、有形固定資産の取得による

支出が16,190百万円増加したことによるものであります。 
 
③財務活動によるキャッシュ・フロー 
当中間連結会計期間において財務活動の結果得られた資金は、14,155百万円（同148.2％増）となりまし

た。これは主に、自己勘定による不動産取得資金のため、借入金の純収入が8,027百万円増加しことによる

ものであります。 

 

 

(4)通期の見通し 

不動産の流動化・国際化の流れは急速に進み、不動産の所有・運営・使用が分離する中で、市場には多様

な機能を持つプレイヤーの登場が要請されています。このような中で、当社は不動産と不動産金融の専門家

として、投資家と不動産をつなぐ役割を担い各事業の機能を最大限に生かし社会に貢献していくことを目指

します。 
当社グループは上期に引き続き下半期においても企業年金との不動産投資ファンドの組成及び物件取得に

注力し、不動産アセットマネジメントの受託残高の増加を目指します。 
通期の業績につきましては、営業収益4,740百万円、経常利益2,080百万円、当期純利益1,200百万円を

見込んでおります。 
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４．その他 

(1)当中間連結会計期間における物件取得及び売却状況 

①賃貸用不動産の取得 

当中間連結会計期間において、主に顧客投資家と組成した不動産ファンドに組み入れるべく、当社の投資ビ

ークルを通じ、以下の賃貸用不動産を取得いたしました。 

(単位:千円) 

会社名 設備の内容 所在地 取得価額 取得年月

ケイダブリュー・リアルテ

ィ㈲ 
オフィスビル他 

東京都中野区、新宿区、

政令指定都市他 
7,767,625 

平成16年

1月～6月

㈲シティー･レジデンシャ

ル 
賃貸マンション 

東京都中央区、渋谷区、

港区他 
5,047,637 

平成16年

1月～6月

その他 オフィスビル他 
首都圏及び政令指定都

市 
9,075,464 ― 

合計 21,890,727 ― 

 

 

②賃貸用不動産の売却 

当中間連結会計期間において、主に顧客投資家と組成した不動産ファンドに組み入れるべく、当社の投資ビ

ークルを通じ、以下の賃貸用不動産を売却いたしました。 

(単位:千円) 

会社名 設備の内容 所在地 売却価額 売却年月

ケイダブリュー・リアルテ

ィ㈲ 
オフィスビル他 

東京都中野区、新宿区、

政令指定都市他 
7,042,783 

平成16年

1月～6月

㈲シティー･レジデンシャ

ル 
賃貸マンション 東京都千代田区他 1,722,081 

平成16年

1月～6月

合計 8,764,865 ― 
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 ５．中間連結財務諸表 

① 中間連結貸借対照表 

 

  
前中間連結会計期間末 

(平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成16年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成15年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金   3,237,607 6,465,127  5,731,638

２ 営業未収入金   151,283 398,029  267,357

３ 買取債権 ※３  1,454,986 796,638  924,377

４ その他   714,222 1,117,193  502,049

５ 貸倒引当金   △46,361 △83,328  △32,972

流動資産合計   5,511,738 21.4 8,693,661 30.6  7,392,449 64.6

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 ※１   

(1) 信託建物 ※２  4,779,378 4,498,622  ―

(2) 信託土地 ※２  10,887,268 8,926,480  ―

(3) その他   190,833 91,827  78,998

有形固定資産合計   15,857,480 61.7 13,516,930 47.6  78,998 0.7

２ 無形固定資産   2,444 0.0 8,490 0.0  6,037 0.1

３ 投資その他の資産    

(1) 投資有価証券   391,078 533,735  464,434

(2) 出資金 ※２  195,589 295,303  158,595

(3) 匿名組合出資金   954,783 3,437,102  2,336,871

(4) 長期貸付金 ※２  855,043 814,320  830,596

(5) 信託預金 ※２  1,733,304 922,793  ―

(6) その他 ※２  210,489 185,334  170,538

投資その他の資産 
合計 

  4,340,288 16.9 6,188,590 21.8  3,961,036 34.6

固定資産合計   20,200,212 78.6 19,714,012 69.4  4,046,073 35.4

Ⅲ 繰延資産   425 0.0 ― ―  ― ―

資産合計   25,712,375 100.0 28,407,673 100.0  11,438,523 100.0
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前中間連結会計期間末 

(平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成16年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成15年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 営業未払金   30,765 152,221  25,110

２ 短期借入金 ※２  3,531,619 10,799,776  1,544,369

３ １年内返済予定 
  長期借入金 

※２  1,072,550 585,000  738,400

４ 未払法人税等   147,604 788,195  317,387

５ 賞与引当金   ― 140,000  ―

６ その他   291,347 337,826  439,910

流動負債合計   5,073,886 19.7 12,803,019 45.1  3,065,177 26.8

Ⅱ 固定負債    

１ 社債   1,000,000 2,700,000  1,300,000

２ 長期借入金 ※２  13,468,487 4,967,363  1,339,963

３ 匿名組合出資預り金   175,260 542,959  129,933

４ 退職給付引当金   2,182 4,724  3,266

５ 役員退職慰労引当金   57,093 101,080  95,290

６ 預り敷金   1,315,502 775,220  ―

７ その他   ―   748   ―  

固定負債合計   16,018,526 62.3 9,092,097 32.0  2,868,453 25.1

負債合計   21,092,413 82.0 21,895,117 77.1  5,933,631 51.9

(少数株主持分)    

少数株主持分   9,074 0.1 11,035 0.0  5,624 0.0

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   1,335,647 5.2 1,500,005 5.3  1,484,851 13.0

Ⅱ 資本剰余金   1,657,165 6.4 1,802,539 6.3  1,796,368 15.7

Ⅲ 利益剰余金   1,614,403 6.3 3,117,758 11.0  2,194,421 19.2

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

  3,671 0.0 81,216 0.3  23,626 0.2

資本合計   4,610,887 17.9 6,501,520 22.9  5,499,266 48.1

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

  25,712,375 100.0 28,407,673 100.0  11,438,523 100.0
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② 中間連結損益計算書 

 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 営業収益   1,712,076 100.0 2,952,631 100.0  5,071,922 100.0

Ⅱ 営業原価   396,191 23.1 413,959 14.0  1,316,860 26.0

営業総利益   1,315,884 76.9 2,538,671 86.0  3,755,062 74.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１ 貸倒引当金繰入額  ― 51,472 1,127 

２ 役員報酬  86,855 83,761 166,016 

３ 給与及び賞与  191,293 256,932 662,483 

４ 賞与引当金繰入額  ― 140,000 ― 

５ 退職給付引当金 
  繰入額 

 796 1,458 1,880 

６ 役員退職慰労 
  引当金繰入額 

 33,093 5,790 71,290 

７ 業務援助料  26,014 22,894 55,900 

８ 支払手数料  93,331 73,886 402,986 

９ その他  213,124 644,509 37.7 236,801 872,997 29.6 441,708 1,803,395 35.5

営業利益   671,374 39.2 1,665,674 56.4  1,951,667 38.5

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  14,727 15,135 29,738 

２ 持分法による 
  投資利益 

 27,331 35,326 74,534 

３ その他  18,543 60,602 3.6 3,853 54,315 1.9 13,189 117,462 2.3

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  157,809 97,843 334,685 

２ 新株発行費  1,725 230 5,393 

３ 社債発行費  40,000 35,900 47,335 

４ 支払手数料 ※１ ― 27,160 175,770 

５ その他  19,615 219,150 12.8 9,992 171,125 5.8 43,863 607,048 12.0

経常利益   512,826 30.0 1,548,864 52.5  1,462,080 28.8

Ⅵ 特別利益    

１ 関係会社出資金 
  売却益 

 9,122 ― 9,467 

 ２ 投資有価証券売却益  5,000 52,270 5,000 

 ３ 貸倒引当金戻入益  ― ― 16,097 

 ４ 消費税簡易課税差額 
   収入 

 ― 14,122 0.8 ― 52,270 1.7 180,908 211,473 4.2

Ⅶ 特別損失    

１ 匿名組合出資金売却損  ― ― ― ― ― 34,851 34,851 0.7

匿名組合損益分配前税金等 
調整前中間(当期)純利益 

  526,948 30.8 1,601,134 54.2  1,638,702 32.3

匿名組合損益分配額   40,684 2.4 21,870 0.7  144,159 2.8

税金等調整前中間 
(当期)純利益 

  486,264 28.4 1,579,263 53.5  1,494,543 29.5

法人税、住民税及び事業税  145,521 802,485 573,564 

法人税等調整額  48,857 194,379 11.4 △149,640 652,844 22.1 49,007 622,571 12.3

少数株主利益   176 0.0 3,080 0.1  244 0.0

中間(当期)純利益   291,709 17.0 923,337 31.3  871,727 17.2

    
 



12 

③ 中間連結剰余金計算書 

 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)    

Ⅰ 資本剰余金期首残高  1,656,671 1,796,368 
 
1,656,671

Ⅱ 資本剰余金増加高    

 １ 増資による新株式の発行  ―  ―  132,600 

 ２ 新株引受権の行使による 
   新株式の発行 

 484 6,050  6,957 

 ３ 新株引受権からの振替  9 493 121 6,171 139 139,696

Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末) 
  残高 

 1,657,165 1,802,539  1,796,368

(利益剰余金の部)    

Ⅰ 利益剰余金期首残高  1,322,694 2,194,421  1,322,694

Ⅱ 利益剰余金増加高    

  中間(当期)純利益  291,709 291,709 923,337 923,337 871,727 871,727

Ⅲ 利益剰余金中間期末(期末) 
  残高 

 1,614,403 3,117,758  2,194,421
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④ 中間連結キャッシュ・フロー計算書 

 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税金等調整前 
中間(当期)純利益 

 486,264 1,579,263 1,494,543

２ 買取債権回収益及び譲渡益  △119,059 △554,831 △393,330

３ 自己投資による 
匿名組合損益 

 △66,119 △321,325 △132,496

４ 貸倒引当金の増減額  △79,318 50,355 △92,707

５ 賞与引当金の増減額  ― 140,000 ―

６ 退職給付引当金の増減額  △82 1,458 1,002

７ 役員退職慰労引当金の増減 
額 

 △21,906 5,790 16,290

８ 受取利息  △14,727 △15,135 △29,738

９ 支払利息  157,809 97,843 334,685

10 匿名組合損益分配額  40,684 21,870 144,159

11 持分法による投資利益  △27,331 △35,326 △74,534

12 固定資産売却益  ― △326,256 △1,183,893

13 固定資産売却損  194 27,015 198,315

14 関係会社出資金売却益  △9,122 ― △9,467

15 投資有価証券売却益  △5,000 △52,270 △5,000

16 匿名組合出資売却損  ― ― 34,851

17 営業未収入金の増減額  △51,766 △130,671 △168,769

18 営業未払金の増減額  △55,967 127,271 △59,122

19 買取債権の購入による支出  △6,087,424 △2,003,380 △6,344,849

20 買取債権の回収及び 
譲渡による収入 

 6,224,478 2,685,950 7,209,150

21 匿名組合出資金の分配金 
受取による収入 

 381,770 722,790 237,475

22 匿名組合出資金の 
拠出・購入による支出 

 △393,583 △1,658,695 △1,565,000

23 匿名組合出資金の 
売却による収入 

 ― 157,000 71,000

24 匿名組合出資預り金の受入に
よる収入 

 ― 510,000 ―

25 匿名組合出資預り金の 
払戻による支出 

 △5,724 △118,844 △195,211

26 その他  △212,066 △557,777 230,348

小計  142,000 352,094 △282,299

27 利息及び配当金の受取額  9,764 15,694 17,829

28 利息の支払額  △138,062 △106,146 △343,000

29 匿名組合損益の支払額  △40,684 ― △144,159

30 法人税等の支払額  △434,061 △331,613 △692,190

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △461,043 △69,970 △1,443,819
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前中間連結会計期間 

(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 有形固定資産の取得 
による支出 

 △5,718,975 △21,909,868 △11,775,261

２ 有形固定資産の売却 
による収入 

 1,208,133 8,764,973 23,259,774

３ 貸付けによる支出  △327,055 △177,535 △379,615

４ 貸付金の回収による収入  109,898 191,785 186,906

５ 投資有価証券の 
取得による支出 

 △79,849 △7,500 △82,849

６ 投資有価証券の 
売却による収入 

 55,000 68,270 55,000

７ 関係会社株式・出資金の 
取得による支出 

 △33,100 △31,689 △33,100

８ 関係会社株式・出資金の 
売却による収入 

 ― 2,400 ―

９ 関係会社株式・出資金の 
減資による収入 

 ― ― 42,000

10 連結の範囲の変更を伴う 
子会社出資金の売却 

 190,446 △3,739 175,998

11 その他  △161,761 △249,599 196,609

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △4,757,262 △13,352,502 11,645,462

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入れによる収入  3,818,800 15,840,000 12,146,550

２ 短期借入金の 
返済による支出 

 △2,716,600 △6,584,593 △13,031,600

３ 長期借入れによる収入  4,690,000 5,480,350 9,500,000

４ 長期借入金の 
返済による支出 

 △1,089,867 △2,001,000 △17,426,791

５ 株式の発行による収入  1,936 21,204 290,192

６ 社債の発行による収入  1,000,000 1,400,000 1,300,000

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 5,704,268 14,155,961 △7,221,648

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額  485,962 733,488 2,979,994

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 2,751,644 5,731,638 2,751,644

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

※１ 3,237,607 6,465,127 5,731,638
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数   15社 

主要な連結子会社の名称 

パシフィック債権回収㈱ 

エース・プロパティ㈱ 

ドマーニ・キャピタル㈲ 

ケイダブリュー・ホールディング

ズ㈲ 

ケイダブリュー・デベロップメン

ト㈱ 

ケイダブリュー・リアルティ㈲ 

ケイダブリュー・インベストメン

ト㈲ 

㈲九段ホールディングズ 

㈲大森ホールディングズ 

他６社 

なお、㈲ケイアンドオーインベス

トメント他３社は新規設立によ

り当中間連結会計期間から連結

の範囲に含めることといたしま

した。 

前連結会計年度において連結の

範囲に含めていた㈲麹町ホール

ディングズ他５社は持分の一部

または全部を譲渡したことによ

り、当中間連結会計期間から連結

の範囲から除きました。 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数   17社 

主要な連結子会社の名称 

パシフィック債権回収㈱ 

ケイダブリュー・ペンションファ

ンド・アドバイザーズ㈱ 

ケイダブリュー・デベロップメン

ト㈱ 

ケイダブリュー・ホールディング

ズ㈲ 

ケイダブリュー・リアルティ㈲ 

ケイダブリュー・インベストメン

ト㈲ 

他11社 

なお、前連結会計年度において連

結の範囲に含めていた㈲ケイアン

ドケイインベストメント他２社は

持分の一部を譲渡したことによ

り、当中間連結会計期間から連結

の範囲から除きました。 

 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数   20社 

主要な連結子会社の名称 

パシフィック債権回収㈱ 

エース・プロパティ㈱ 

ドマーニ・キャピタル㈲ 

ケイダブリュー・ホールディング

ズ㈲ 

ケイダブリュー・デベロップメン

ト㈱ 

ケイダブリュー・リアルティ㈲ 

ケイダブリュー・インベストメン

ト㈲ 

㈲大森ホールディングズ 

他12社 

なお、ケイダブリュー・ペンショ

ンファンド・アドバイザーズ㈱、

ケイダブリュー・リート・マネジ

メント㈱他８社は新規設立により

当連結会計年度から連結の範囲に

含めることといたしました。 

前連結会計年度において連結の範

囲に含めていた㈲麹町ホールディ

ングズ他６社は持分の一部または

全部を譲渡したことにより、当連

結会計年度から連結の範囲から除

きました。 
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前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

 (2) 非連結子会社の数  １社 

   非連結子会社の名称 

   ケイ・ダブリュー・ポートフォリ

オ・グループ・ツー・エルエル

シー 

 

(2) 非連結子会社の数   ６社 

  非連結子会社の名称 

㈲ケイアンドエフインベストメン

ト他５社 

なお、前連結会計年度まで非連結

子会社であったケイ・ダブリュ

ー・ポートフォリオ・グループ・

ツー・エルエルシーは当中間連結

会計期間に持分の全部を譲渡した

ことにより、子会社ではなくなっ

ております。 

(2) 非連結子会社の数  １社 

非連結子会社の名称 

ケイ・ダブリュー・ポートフォリ

オ・グループ・ツー・エルエルシ

ー 

 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社の総資産、売上高、中

間純損益及び利益剰余金等は各々小

規模であり、全体としても中間連結

財務諸表に重要な影響を及ぼさない

ためであります。 

連結の範囲から除いた理由 

同左 

 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社の総資産、売上高、当

期純損益及び利益剰余金等は各々小

規模であり、全体としても連結財務

諸表に重要な影響を及ぼさないため

であります。 

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法適用の子会社数 １社 

  会社名 ケイ・ダブリュー・ポー

トフォリオ・グループ・

ツー・エルエルシー 

なお、ケイ・ダブリュー・ポートフォ

リオ・グループ・ツー・エルエルシー

に持分法を適用するに際しましては、

同社の関連会社ケイ・エー・プロパテ

ィーズ・エルエルシー及びその子会社

ケイ・エー・プロパティーズ㈲の同社

の持分を含めております。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用の子会社数 ３社 
会社名 ㈲ケイアンドエフインベ

ストメント他2社 

なお、前連結会計年度まで非連結子会

社であったケイ・ダブリュー・ポート

フォリオ・グループ・ツー・エルエル

シーは当中間連結会計期間に持分の

全部を譲渡したことにより、子会社で

はなくなっております。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用の子会社数 １社 

会社名 ケイ・ダブリュー・ポ 

ートフォリオ・グルー 

プ・ツー・エルエルシ 

ー 

なお、ケイ・ダブリュー・ポートフォ

リオ・グループ・ツー・エルエルシー

に持分法を適用するに際しましては、

同社の関連会社ケイ・エー・プロパテ

ィーズ・エルエルシー及びその子会社

ケイ・エー・プロパティーズ㈲の同社

の持分を含めております。 

 (2) 持分法適用の関連会社数30社 

  主要な会社等の名称 

住宅流通㈱ 

㈱アセット・ワン 

㈲ケイアンドエイイン 

ベストメント 

モデラート・キャピタ 

ル㈲ 

エムシー・ケイダブリ 

ュー・レジデンシャル 

㈲ 

㈲ロック・エイ 

マヒンドラ・インベス 

トメント㈲ 

他23社 

 (2) 持分法適用の関連会社数36社 

  主要な会社等の名称 

住宅流通㈱ 

㈱アセット・ワン 

㈲ケイアンドエイインベストメ

ント 

モデラート・キャピタル㈲ 

エムシー・ケイダブリュー・

レジデンシャル㈲ 

㈲ロック・エイ 

他30社 

(2) 持分法適用の関連会社数 33社 

  主要な会社等の名称 

住宅流通㈱ 

㈱アセット・ワン 

㈲ケイアンドエイインベストメ

ント 

モデラート・キャピタル㈲ 

エムシー・ケイダブリュー・

レジデンシャル㈲ 

㈲ロック・エイ 

マヒンドラ・インベストメント

㈲ 

他26社 
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前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

なお、㈲ケイアンドジェイインベス

トメント他３社は、前連結会計年度

まで連結の範囲に含めておりまし

たが、持分の一部を譲渡したことに

より、当中間連結会計期間から持分

法適用の範囲に含めることといた

しました。 

また、㈲ケイアンドエヌインベスト

メント他３社は新規設立したこと

により、当中間連結会計期間から持

分法適用の範囲に含めることとい

たしました。 

 

なお、㈲ケイアンドケイインベスト

メント他２社は、前連結会計年度ま

で連結の範囲に含めておりました

が、持分の一部を譲渡したことによ

り、当中間連結会計期間から持分法

適用の範囲に含めることといたし

ました。 

また、㈲ケイアンドアールインベス

トメント他４社は新規設立したこ

とにより、当連結会計年度から持分

法適用の範囲に含めることといた

しました。 

前連結会計年度まで持分法適用関

連会社であった㈲ケイアンドエフ

インベストメント他２社は当中間

連結会計期間に持分の一部を取得

したため子会社となり、マヒンド

ラ・インベスターズ・エルエルシー

及びケイ・エー・プロパティーズ・

エルエルシーは当中間連結会計期

間に解散しております。 

 

なお、㈲ケイアンドジェイインベス

トメント他３社は、前連結会計年度

まで連結の範囲に含めておりまし

たが、持分の一部を譲渡したことに

より、当連結会計年度から持分法適

用の範囲に含めることといたしま

した。 

また、㈲ケイアンドエヌインベスト

メント他６社は新規設立したこと

により、当連結会計年度から持分法

適用の範囲に含めることといたし

ました。 

 

(3)  ―――――――― 

 

 (3) 持分法を適用しない非連結子会

社のうち主要な会社等の名称 

㈲ケイアンドエスインベストメン

ト他２社 

(3)  ―――――――― 

 

 持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社は、それぞれ中

間純損益及び利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ全体とし

ても重要性がないため、持分法の適

用から除外しております。 

 

 

 (4) 決算日の異なる持分法適用会社

の処理 

住宅流通㈱、㈱アセット・ワンにつ

いては、連結決算日を基準として仮

決算を実施しております。㈲ケイア

ンドエイインベストメント、モデラ

ート・キャピタル㈲、㈲ロック・エ

イ、マヒンドラ・インベストメント

㈲他21社については、当該会社の事

業年度に係る財務諸表を使用し、中

間連結決算日との間に生じた重要

な取引については、持分法適用上必

要な調整を行っております。 

 (4) 決算日の異なる持分法適用会社

の処理 

住宅流通㈱、㈱アセット・ワン他

２社については、連結決算日を基準

として仮決算を実施しております。

㈲ケイアンドエイインベストメン

ト、モデラート・キャピタル㈲、㈲

ロック・エイ他25社については、当

該会社の事業年度に係る財務諸表

を使用し、中間連結決算日との間に

生じた重要な取引については、持分

法適用上必要な調整を行っており

ます。 

 (4) 決算日の異なる持分法適用会社

の処理 

住宅流通㈱、㈱アセット・ワン及

びエムシー・ケイダブリュー・レ

ジデンシャル㈲については、連結

決算日を基準として仮決算を実施

しております。㈲ケイアンドエイ

インベストメント、モデラート・

キャピタル㈲、㈲ロック・エイ、

マヒンドラ・インベストメント㈲

他23社については、当該会社の事

業年度に係る中間財務諸表を使用

し、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、持分法適用

上必要な調整を行っております。

 



18 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

３ 連結子会社の中間決算日等に関す

る事項 

連結子会社のうち㈲九段ホールディ

ングズの決算日は３月31日であるた

め、中間連結決算日を基準として仮決

算を実施しております。 

 連結子会社のうちケイダブリュー・イ

ンベストメント㈲の決算日は５月31

日であります。 

中間連結財務諸表を作成するにあた

っては、同日現在の財務諸表を使用

し、中間連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要な調

整を行っております。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関す

る事項 

連結子会社のうちケイダブリュー・

インベストメント㈲の決算日は５月

31日であります。 

中間連結財務諸表を作成するにあた

っては、同日現在の財務諸表を使用

し、中間連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要な調

整を行っております。 

また、㈲カリスト・インベストメント

については、中間連結決算日を基準と

して仮決算を実施しております。 

 

３ 連結子会社の事業年度等に関する

事項 

連結子会社のうちケイダブリュー・
インベストメント㈲及び㈲ケイアン
ドケイインベストメントの中間決算
日は11月30日であります。 
連結財務諸表を作成するにあたって

は、同日現在の中間財務諸表を使用

し、連結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要な調

整を行っております。 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

  ①有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

   中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

  ①有価証券 

その他有価証券 

   時価のあるもの 

同左 

 

 

 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

①有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

   時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

  ②デリバティブ 

   時価法 

  ②デリバティブ 

同左 

②デリバティブ 

同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

  ①有形固定資産 

定額法 

なお、主な耐用年数は以下の通

りです。 

建物    10年～15年、 

32年、35年 

信託建物  35年～43年 

器具及び備品    ６年 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

  ①有形固定資産 

定額法 

なお、主な耐用年数は以下の通

りです。 

建物附属設備  10年～15年 

器具及び備品 4年～15年 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

①有形固定資産 

定額法 

なお、主な耐用年数は以下の通

りです。 

建物    10年～15年、 

32年、35年 

器具及び備品 6年 

 

②無形固定資産 

   ソフトウェア 

   自社利用のソフトウェアについ

ては５年間で均等償却しており

ます。 

②無形固定資産 

   ソフトウェア 

同左 

②無形固定資産 

   ソフトウェア 

同左 

 



19 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

  ③長期前払費用 

   均等償却 

 

  ③長期前払費用 

同左 

 ③長期前払費用 

同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、買取債権及び

貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上して

おります。 

 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 

同左 

  ② ―――――――― 

 

  ②賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額に基づき計上しております。

（会計方針の変更） 

従来、従業員賞与のうち業績の

変動等に応じて下期において

支給される部分については、支

給金額確定時に費用処理して

おりましたが、過去の支給実績

から合理的な見積りが可能と

なったことに加え、当該賞与の

重要性を鑑み、期間損益の適正

化を図るため、当中間連結会計

期間より、支給見込額のうち当

中間連結会計期間負担額を賞

与引当金として計上すること

といたしました。この変更によ

り、従来の方法によった場合に

比べ、営業利益、経常利益及び

税金等調整前中間純利益はそ

れぞれ140,000千円少なく計上

されております。 

なお、セグメント情報に与える

影響については、当該箇所に記

載しております。 

 

  ② ―――――――― 
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前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

  ③退職給付引当金 

   当社は、従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認められる

額を計上しております。 

 

  ③退職給付引当金 

同左 

③退職給付引当金 

連結財務諸表提出会社は、従業員の

退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務見込

額に基づき計上しております。 

 

  ④役員退職慰労引当金 

   当社は、役員の退職慰労金の支給

に備えるため、内規に基づく中

間期末要支給額を計上しており

ます。 

 

  ④役員退職慰労引当金 

同左 

④役員退職慰労引当金 

当社は、役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 

 (4) 重要な外貨建資産及び負債の本

邦通貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務については、中

間決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

 

 (4) 重要な外貨建資産及び負債の本

邦通貨への換算基準 

同左 

 (4) 重要な外貨建資産及び負債の本

邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務については、決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、為替差額は損益として処理

しております。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。 

 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 
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前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

   金利スワップの特例処理の対象

となる取引については、特例処

理を適用しております。 

 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

同左 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

   イ ヘッジ手段 

     金利スワップ取引 

   ロ ヘッジ対象 

     借入金 

 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

   イ ヘッジ手段 

同左 

   ロ ヘッジ対象 

同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

   イ ヘッジ手段 

同左 

   ロ ヘッジ対象 

同左 

  ③ヘッジ方針 

   一部の借入金について、金利スワ

ップ取引により金利変動リスク

をヘッジしております。 

 

  ③ヘッジ方針 

同左 

  ③ヘッジ方針 

同左 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ対象及びヘッジ手段につ

いて、それぞれのキャッシュ・

フロー総額の変動額を比較し、

両者の変動額を基準にして検証

しておりますが、特例処理の適

用が可能なものについては、検

証を省略しております。 

 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 (7) その他中間連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項 

  ①繰延資産の処理方法 

   創立費 

   商法施行規則に規定する最長期

間(５年)にわたり毎期均等額を

償却しております。 

 

 (7) その他中間連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項 

  ①繰延資産の処理方法 

―――――― 

 

 

 

(7) その他連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

  ①繰延資産の処理方法 

   創立費 

商法施行規則に規定する最長期

間(5年)にわたり毎期均等額を

償却しております。 

   新株発行費 

   支出時に全額費用処理しており

ます。 

 

   新株発行費 

同左 

 

   新株発行費 

同左 

社債発行費 

支出時に全額費用処理しており

ます。 

社債発行費 

同左 

 

社債発行費 

同左 
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前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

  ②消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は税抜方式

によっております。 

   ただし、資産に係る控除対象外消

費税等は発生事業年度の期間費

用としております。 

 

  ②消費税等の会計処理 

同左 

  ②消費税等の会計処理 

同左 

  ③匿名組合出資金の会計処理 

   匿名組合出資を行うに際して、匿

名組合の財産の持分相当額を

「匿名組合出資金」として計上

しております。 

   匿名組合への出資時に「匿名組合

出資金」を計上し、匿名組合が

獲得した純損益の持分相当額に

ついては、「営業収益」に計上す

るとともに同額を「匿名組合出

資金」に加減し、営業者からの

出資金の払い戻しについては、

「匿名組合出資金」を減額させ

ております。 

 

  ③匿名組合出資金の会計処理 

同左 

  ③匿名組合出資金の会計処理 

同左 

  ④匿名組合出資預り金の会計処理 

   匿名組合の営業者としての業務

を受託しております。匿名組合

の財産は、営業者に帰属するこ

とから、匿名組合の全ての財産

及び損益は、中間連結財務諸表

に含め、総額にて表示しており

ます。 

   匿名組合出資者からの出資金受

入れ時に「匿名組合出資預り金」

を計上し、匿名組合が獲得した

純損益の出資者持分相当額につ

いては、税金等調整前中間純利

益の直前の「匿名組合損益分配

額」(あるいは「匿名組合損益受

取額」)に計上するとともに同額

を「匿名組合出資預り金」に加

減し、出資金の払い戻しについ

ては、「匿名組合出資預り金」を

減額させております。 

 

  ④匿名組合出資預り金の会計処理 

   当社の連結子会社は匿名組合の

営業者としての業務を受託して

おります。匿名組合の財産は、

営業者に帰属することから、匿

名組合の全ての財産及び損益

は、中間連結財務諸表に含め、

総額にて表示しております。 

   匿名組合出資者からの出資金受

入れ時に「匿名組合出資預り金」

を計上し、匿名組合が獲得した

純損益の出資者持分相当額につ

いては、税金等調整前中間純利

益の直前の「匿名組合損益分配

額」に計上するとともに同額を

「匿名組合出資預り金」に加減

し、出資金の払い戻しについて

は、「匿名組合出資預り金」を減

額させております。 

 

  ④匿名組合出資預り金の会計処理 

   当社の連結子会社は匿名組合の

営業者としての業務を受託して

おります。匿名組合の財産は、

営業者に帰属することから、匿

名組合の全ての財産及び損益

は、連結財務諸表に含め、総額

にて表示しております。 

   匿名組合出資者からの出資金受

入れ時に「匿名組合出資預り金」

を計上し、匿名組合が獲得した

純損益の出資者持分相当額につ

いては、税金等調整前当期純利

益の直前の「匿名組合損益分配

額」に計上するとともに同額を

「匿名組合出資預り金」に加減

し、出資金の払い戻しについて

は、「匿名組合出資預り金」を減

額させております。 
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前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

  ⑤不動産を信託財産とする信託受

益権に関する会計処理 

保有する不動産を信託財産とす

る信託受益権につきましては、

信託財産内の全ての資産及び負

債並びに信託財産に生じた全て

の収益、費用及びキャッシュ・

フローについて、中間連結貸借

対照表、中間連結損益計算書及

び中間連結キャッシュ・フロー

計算書の該当勘定科目に計上し

ております。なお、該当勘定科

目に計上した信託財産のうち重

要性がある下記の科目について

は、中間連結貸借対照表におい

て区分掲記しております。 

イ 信託建物 

ロ 信託土地 

ハ 信託預金 

 

  ⑤不動産を信託財産とする信託受

益権に関する会計処理 

同左 

 

⑤不動産を信託財産とする信託受

益権に関する会計処理 

保有する不動産を信託財産とす

る信託受益権につきましては、

信託財産内の全ての資産及び負

債並びに信託財産に生じた全て

の収益、費用及びキャッシュ・

フローについて、連結貸借対照

表、連結損益計算書及び連結キ

ャッシュ・フロー計算書の該当

勘定科目に計上しております。 

 

⑥買取債権の会計処理 

買取債権の代金回収に際しては、

個別債権毎に回収代金を買取債

権の取得価額より減額し、個別債

権毎の回収代金が取得価額を超

過した金額を純額で収益計上し

ております。 

 

⑥買取債権の会計処理 

同左 

⑥買取債権の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金(現金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値

変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなってお

ります。 

 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値変動

について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっておりま

す。 
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表示方法の変更 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

（中間連結貸借対照表) 

前中間連結会計期間において固定負債の「その他」に含めて表

示しておりました「預り敷金」（前中間連結会計期間93,091千

円）については、資産総額の100分の５超となったため、当中

間連結会計期間より区分掲記しております。 

（中間連結損益計算書） 

前中間連結会計期間において営業外費用の「その他」に含めて

表示しておりました「支払手数料」（前中間連結会計期間8,607

千円）については、営業外費用の100分の10超となったため、

当中間連結会計期間より区分掲記しております。 

 
 
追加情報 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

(中間連結貸借対照表及び中間連結剰余

金計算書) 

中間連結財務諸表規則の改正により当

中間連結会計期間における中間連結貸

借対照表の資本の部及び中間連結剰余

金計算書については、改正後の中間連結

財務諸表規則により作成しております。 

 

（税効果関係） 

「地方税法等の一部を改正する法律」

(平成15年法律第9号)が平成15年3月31

日に公布されたことに伴い、当中間連結

会計期間の繰延税金資産及び繰延税金

負債の計算（ただし、平成17年1月1日以

降解消が見込まれるものに限る。）に使

用した法定実効税率は、42.1%から40.7%

に変更いたしました。 

この変更が損益に及ぼす影響は軽微で

あります。 

 

 ―――――――――― 

 

 

 ―――――――――― 
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注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

 

前中間連結会計期間末 
(平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成16年６月30日) 

前連結会計年度末 
(平成15年12月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

102,618千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

23,210千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

19,208千円

※２ 担保提供資産及び対応債務 

 １ 責任財産限定型債務(ノンリコー

スローン)に対する担保提供資

産 

  (1) 担保提供資産 

信託建物 4,561,844千円

信託土地 10,732,835千円

信託預金 1,733,304千円
 
  (2) 対応債務 

１年内返済
予定長期 
借入金 

227,750千円

長期借入金 11,177,687千円

   本債務は、上記(1)の担保提供資

産を含む㈲九段ホールディング

ズ、㈲大森ホールディングズ及

び㈲山王ホールディングズを対

象に融資されたもので、返済は

同社の保有資産の範囲内に限定

されるものであります。 

※２ 担保提供資産及び対応債務 

 (1) 担保提供資産 

信託建物 1,685,572千円

信託土地 3,774,474千円

信託預金 572,140千円

 

 (2) 対応債務 

短期借入金 4,800,000千円

なお、関連会社に対する長期貸付

金319,755千円、出資金106,902千

円を当該関連会社の借入金

10,764,337千円の担保に供して

おります。 

２ １以外の債務に対する担保提供資

産 

  (1) 担保提供資産 

    投資その他の資産「その他」 

    (敷金及び保証金) 

25,819千円 

  (2) 対応債務 

短期借入金 25,819千円

   なお、関連会社に対する長期貸付

金330,206千円、出資金 66,000

千円を当該関連会社の借入金

22,545,671千円の担保に供して

おります。 

 

※２ 担保提供資産及び対応債務 

  (1) 担保提供資産 

    投資その他の資産「その他」

    (敷金及び保証金) 

25,819千円

(2) 対応債務 

短期借入金 25,819千円

   なお、関連会社に対する長期貸付

金319,755千円、出資金 123,408

千円を当該関連会社の借入金1

9,630,449千円の担保に供して

おります。 

※３ 中間連結貸借対照表に計上され

ている買取債権のうち、987,833

千円は、金融機関等が所有して

いた原債務者に対する貸付金を

パーティシペーション方式によ

り当社が購入したものでありま

す。また、パーティシペーショ

ン方式により、参加者に売却し

たものとして会計処理した買取

債権の中間連結会計期間末残高

の総額は、195,181千円でありま

す。 

※３ 中間連結貸借対照表に計上され

ている買取債権のうち、247,537

千円は、金融機関等が所有して

いた原債務者に対する貸付金を

パーティシペーション方式によ

り当社が購入したものでありま

す。また、パーティシペーショ

ン方式により、参加者に売却し

たものとして会計処理した買取

債権の中間連結会計期間末残高

の総額は、152,049千円でありま

す。 

※３ 連結貸借対照表に計上されてい

る買取債権のうち、549,592千円

は、金融機関等が所有していた

原債務者に対する貸付金をパー

ティシペーション方式により当

社が購入したものであります。

また、パーティシペーション方

式により、参加者に売却したも

のとして会計処理した買取債権

の期末残高の総額は、175,564千

円であります。 
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前中間連結会計期間末 
(平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成16年６月30日) 

前連結会計年度末 
(平成15年12月31日) 

４  取引銀行との間に当座貸越契約

及び貸出コミットメントライン

契約を締結しており、当該契約

に基づき当中間連結会計期間末

借入未実行残高は次のとおりで

あります。 

 (1) 当座貸越契約 

当座貸越契約の
総額 

1,000,000千円

借入実行残高 910,000千円

差引額 90,000千円
 

４  取引銀行との間に当座貸越契約

及び貸出コミットメントライン

契約を締結しており、当該契約

に基づき当中間連結会計期間末

借入未実行残高は次のとおりで

あります。 

 (1) 当座貸越契約 

当座貸越契約の
総額 

1,000,000千円

借入実行残高 370,000千円

差引額 630,000千円
 

４  取引銀行との間に当座貸越契約

及び貸出コミットメントライン

契約を締結しており、当該契約

に基づき当期末借入未実行残高

は次のとおりであります。 

 (1) 当座貸越契約 

当座貸越契約 
の総額 

600,000千円

借入実行残高 470,000千円

差引額 130,000千円
 

 (2) 貸出コミットメントライン契約 

貸出コミット 
メントの総額 

2,800,000千円

借入実行残高 2,205,800千円

差引額 594,200千円
 

 (2) 貸出コミットメントライン契約 

貸出コミット 
メントの総額 

4,700,000千円

借入実行残高 2,900,000千円

差引額 1,800,000千円
 

 (2) 貸出コミットメントライン契約 

貸出コミット 
メントの総額 

4,700,000千円

借入実行残高 200,000千円

差引額 4,500,000千円
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(中間連結損益計算書関係) 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

※１ 

―――――――――― 

※１ 営業外費用に計上されている「支

払手数料」は、取引銀行との間

に設定されたコミットメントラ

インにかかるアレンジメントフ

ィー、エージェントフィーなら

びにコミットメントフィー等の

手数料を計上しております。 

※１  

同左 

 
 
(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高
と中間連結貸借対照表に掲記され
ている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高
と中間連結貸借対照表に掲記され
ている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連
結貸借対照表に掲記されている科
目の金額との関係 

現金及び預金 
勘定 

3,237,607千円

現金及び現金 
同等物 

3,237,607千円

 

現金及び預金 
勘定 

6,465,127千円

現金及び現金 
同等物 

6,465,127千円

 

現金及び預金 
勘定 

5,731,638千円

現金及び現金 
同等物 

5,731,638千円

 
    

 
 
 
(リース取引関係) 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

リース取引は重要性が低いため注記を

省略しております。 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

同左 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

同左 
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(有価証券関係) 

前中間連結会計期間(平成15年６月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 

種類 
取得原価 
(千円) 

中間連結貸借対照表 
計上額(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 株式 20,064 26,400 6,335

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

計 20,064 26,400 6,335

 
２ 時価評価されていない主な有価証券 

その他有価証券 

 

種類 
中間連結貸借対照表計上額 

(千円) 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 55,000

計 55,000

 
 
当中間連結会計期間(平成16年６月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 

種類 
取得原価 
(千円) 

中間連結貸借対照表 
計上額(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 株式 24,064 161,000 136,935

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

計 24,064 161,000 136,935

 
２ 時価評価されていない主な有価証券 

その他有価証券 

 

種類 
中間連結貸借対照表計上額 

(千円) 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 45,500

計 45,500

 



29 

前連結会計年度(平成15年12月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 

種類 
取得原価 
(千円) 

連結貸借対照表 
計上額(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 株式 20,064 59,900 39,835

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

計 20,064 59,900 39,835

 
２ 時価評価されていない主な有価証券 

その他有価証券 

 

種類 
連結貸借対照表計上額 
(千円) 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 58,000

計 58,000
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(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自 平成15年１月１日 至 平成15年６月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 

前中間連結会計期間末 
(平成15年６月30日) 

区分 種類 

契約額等(千円)
契約額等のうち１
年超(千円) 

時価(千円) 評価損益(千円)

金利キャップ取引  

市場取引以外の取引 

買建 1,000,000 1,000,000 326 △3,073

合計 1,000,000 1,000,000 326 △3,073

(注) １ 時価は取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

２ 契約額等は、取引相手方との実際の取引金額を表す数字ではないため、デリバティブ取引に係る市場リスク量を

示すものではありません。 

３ ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 

 
当中間連結会計期間(自 平成16年１月１日 至 平成16年６月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 

当中間連結会計期間末 
(平成16年６月30日) 

区分 種類 

契約額等(千円)
契約額等のうち１
年超(千円) 

時価(千円) 評価損益(千円)

金利キャップ取引  

市場取引以外の取引 

買建 2,000,000 2,000,000 18,776 △901

合計 2,000,000 2,000,000 18,776 △901

(注) １ 時価は取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

２ 契約額等は、取引相手方との実際の取引金額を表す数字ではないため、デリバティブ取引に係る市場リスク量を

示すものではありません。 

３ ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 

 
前連結会計年度(自 平成15年１月１日 至 平成15年12月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 

前連結会計年度末 
(平成15年12月31日) 

区分 種類 

契約額等(千円)
契約額等のうち１
年超(千円) 

時価(千円) 評価損益(千円)

金利キャップ取引  

市場取引以外の取引 

買建 2,000,000 2,000,000 19,678 △28,221

合計 2,000,000 2,000,000 19,678 △28,221

(注) １ 時価は取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

２ 契約額等は、取引相手方との実際の取引金額を表す数字ではないため、デリバティブ取引に係る市場リスク量を

示すものではありません。 

３ ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。  
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(セグメント情報) 

 事業の種類別セグメント情報 

前中間連結会計期間(自 平成15年１月１日 至 平成15年６月30日) 
 

 

不動産投資
アドバイザ
リー事業 
(千円) 

アセット 
マネジメント
事業 
(千円) 

債権投資 
マネジメント
事業 
(千円) 

計 
(千円) 

消去又は 
全社(千円) 

連結 
(千円) 

営業収益   

(1) 外部顧客に 
対する営業収益 

1,128,579 279,540 303,956 1,712,076 ― 1,712,076

(2) セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

― ― ― ― ― ―

計 1,128,579 279,540 303,956 1,712,076 ― 1,712,076

営業費用 433,073 164,126 249,134 846,334 194,367 1,040,701

営業利益 695,506 115,414 54,821 865,742 (194,367) 671,374

 
当中間連結会計期間(自 平成16年１月１日 至 平成16年６月30日) 

 

 

不動産投資
アドバイザ
リー事業 
(千円) 

アセット 
マネジメント
事業 
(千円) 

債権投資 
マネジメント
事業 
(千円) 

計 
(千円) 

消去又は 
全社(千円) 

連結 
(千円) 

営業収益   

(1) 外部顧客に 
対する営業収益 

1,488,261 631,003 833,366 2,952,631 ― 2,952,631

(2) セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

― ― ― ― ― ―

計 1,488,261 631,003 833,366 2,952,631 ― 2,952,631

営業費用 390,812 310,707 327,765 1,029,285 257,671 1,286,956

営業利益 1,097,449 320,295 505,600 1,923,345 (257,671) 1,665,674

 

前連結会計年度(自 平成15年１月１日 至 平成15年12月31日) 
 

 

不動産投資
アドバイザ
リー事業 
(千円) 

アセット 
マネジメント
事業 
(千円) 

債権投資 
マネジメント
事業 
(千円) 

計 
(千円) 

消去又は 
全社(千円) 

連結 
(千円) 

営業収益   

(1) 外部顧客に 
対する営業収益 

3,404,368 663,516 1,004,038 5,071,922 ― 5,071,922

(2) セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

― ― ― ― ― ―

計 3,404,368 663,516 1,004,038 5,071,922 ― 5,071,922

営業費用 1,639,741 395,565 592,574 2,627,881 492,373 3,120,255

営業利益 1,764,626 267,951 411,463 2,444,040 (492,373) 1,951,667
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(注) １ 事業区分の方法 
当社グループの事業内容を勘案して区分しております。 
２ 各事業の主な内容 
(1) 不動産投資アドバイザリー事業…不動産売買の仲介、不動産投資の案件発掘及び投資実行のコンサルティ

ング、自己勘定による不動産投資 
(2) アセットマネジメント事業………不動産の管理、投資対象物件の価値上昇のためのコンサルティング 
(3) 債権投資マネジメント事業………債権売買の仲介、債権投資の案件発掘及び投資実行のコンサルティング 
３ 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項目に含
めた配賦不能営業費用の金額は194,367千円、257,671千円及び492,373千円であり、その主なものは、親会社の
管理部門に係る費用であります。 
４ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４．(3) 重要な引当金の計上基準」に記載のとおり、当
中間連結会計期間より賞与引当金を新設しております。この変更により、従来の方法に比べ、当中間連結会計期
間の営業費用は、不動産アドバイザリー事業が35,783千円、アセットマネジメント事業が52,954千円、債権投資
マネジメント事業が21,491千円、消去又は全社が29,770千円増加し、営業利益が同額減少しております。 
５ 連結子会社の一部は、匿名組合の営業者としての業務を受託しております。匿名組合の財産は、営業者に帰属す
るため、当該匿名組合にかかわる、営業収益、営業費用は中間連結財務諸表及び連結財務諸表に含めて表示され、
匿名組合員への損益の分配は匿名組合損益分配前税金等調整前中間(当期)純利益の直前で、匿名組合損益分配額
として表示されております。 
なお、前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における事業の種類別セグメント別の匿名
組合損益分配額は以下のとおりであります。  

前中間連結会計期間(自 平成15年１月１日 至 平成15年６月30日) 
 

 

不動産投資
アドバイザ
リー事業 
(千円) 

アセット 
マネジメント
事業 
(千円) 

債権投資 
マネジメント
事業 
(千円) 

計 
(千円) 

消去又は 
全社(千円) 

連結 
(千円) 

匿名組合損益分配額 ― ― 40,684 40,684 ― 40,684

 
当中間連結会計期間(自 平成16年１月１日 至 平成16年６月30日) 

 

 

不動産投資
アドバイザ
リー事業 
(千円) 

アセット 
マネジメント
事業 
(千円) 

債権投資 
マネジメント
事業 
(千円) 

計 
(千円) 

消去又は 
全社(千円) 

連結 
(千円) 

匿名組合損益分配額 △2,841 ― 24,712 21,870 ― 21,870

 
前連結会計年度(自 平成15年１月１日 至 平成15年12月31日) 

 

 

不動産投資
アドバイザ
リー事業 
(千円) 

アセット 
マネジメント
事業 
(千円) 

債権投資 
マネジメント
事業 
(千円) 

計 
(千円) 

消去又は 
全社(千円) 

連結 
(千円) 

匿名組合損益分配額 ― ― 144,159 144,159 ― 144,159

 
 

 

 所在地別セグメント情報 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在

する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

 

 海外売上高 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において海外売上高がないため、該当事

項はありません。 
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(１株当たり情報) 
 

前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

１株当たり 
純資産額 

67,404円71銭
 

１株当たり 
純資産額 

90,598円36銭
 

１株当たり 
純資産額 

77,085円32銭
 

１株当たり 
中間純利益 

4,264円81銭
 

１株当たり 
中間純利益 

12,887円67銭 
 

１株当たり 
当期純利益 

12,571円41銭
 

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
純利益 

4,052円36銭

 
(追加情報) 
当中間連結会計期間から「１株当たり当
期純利益に関する会計基準」(企業会計
基準第２号)及び「１株当たり当期純利
益に関する会計基準の適用指針」(企業
会計基準適用指針第４号)を適用してお
ります。なお、これによる影響はありま
せん。 

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
純利益 

12,544円49銭

 

潜在株式調整後 
１株当たり当期 
純利益 

11,895円02銭

当社は平成15年２月20日付で株式１

株につき２株の株式分割を行っており

ます。 

 当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前連結会計年度におけ

る1株当たり情報については以下のとお

りとなります。 

１株当たり純資産額 63,091円47銭 

１株当たり当期純利益10,863円51銭 

潜在株式調整後1株当たり 

当期純利益     10,096円45銭 

(注) １ １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下
のとおりであります。 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日)

１株当たり中間(当期)純利益  

中間(当期)純利益(千円) 291,709 923,337 871,727

普通株主に帰属しない金額(千
円) 

― ― ―

普通株式に係る中間(当期)純利
益(千円) 

291,709 923,337 871,727

普通株式の期中平均株式数(株) 68,399 71,645 69,342

潜在株式調整後１株当たり中間
(当期)純利益 

 

中間(当期)純利益調整額(千円) ― ― ―

普通株式増加数(株) 3,586 1,960 3,943

(うち旧商法に基づき発行され
た新株引受権付社債の新株引受
権に係る増加数) 

(746) (360) (811)

(うち旧商法第280条ノ19の規定
に基づき付与された新株引受権
に係る増加数) 

(2,840) (944) (2,763)

(うち新株予約権に係る増加数) ― (656) (369)

希薄化効果を有しないため、潜
在株式調整後１株当たり中間純
利益の算定に含まれなかった潜
在株式の概要 

潜在株式の種類 
新株予約権

株主総会の特別決議日 
平成15年３月27日

潜在株式の数 
2,040株

― ―
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(重要な後発事象) 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

１ 平成15年8月4日開催の取締役会に

おいて、三井物産株式会社との業務

提携及び同社を割当先とする第三

者割当による新株式発行を決議し、

平成15年8月20日付でこれらに関す

る協定書を締結いたしました。 

(1) 業務提携の理由 

 同社グループの広範な取引層を背

景とする案件組成力と不動産ファイ

ナンスに関する高度なノウハウに、当

社の不動産ファンド運営におけるア

セットマネジメントの経験とノウハ

ウを相互補完的に融合し、不動産ファ

ンド事業の推進を始めとする幅広い

事業領域において、戦略的な提携関係

を構築するため。 

 

(2) 業務提携の内容 

① 不動産証券化、債権証券化、アセ

ットファイナンス、不動産投資フ

ァンドの組成及び運営等に関す

る事業 

② 両社の金融商品に対する投資家の

相互斡旋、紹介 

③ 上記に付随する事業 

 

現時点において、この業務提携が業

績に与える重要な影響はありません。 

 

(3) 第三者割当増資について 

 新株式発行に関する条件等は以下

のとおりであります。 

 

 ① 発行する株式の種類及び数 

     普通株式     1,700株 

 ② 発行価額 

    一株につき   156,000円 

③ 発行価額のうち資本組入額 

    一株につき    78,000円 

 ④ 発行価額の総額 

           265,200千円 

 ⑤ 払込期日 

        平成15年8月25日 

 ⑥ 配当起算日 

       平成15年７月１日 

⑦ 増資の理由 

自己資本の充実により、財務体質

の強化を図るため 

⑧ 資金使途 

当社が組成する投資ビークルへ

の投融資等 

１ 平成16年8月12日開催の当社取締役

会において株式分割による新株式

の発行を行う旨の決議をしており

ます。 

(1) 株式分割の目的 

 当社株式の流動性向上を図るとと

もに、1株当たりの投資金額引き下げ、

個人投資家層の拡大を目的とするも

のであります。 

(2) 株式分割の概要 

 ①分割により増加する株式数 

 普通株式とし、平成16年12月31日

最終の発行済株式総数に２を乗じ

た株式数 

 ②分割方法 

 平成16年12月31日最終の株主名

簿及び実質株主名簿に記載された

株主の所有株式数を1株につき３株

の割合を持って分割する。 

 ③配当起算日 

  平成17年１月１日 

(3) １株当たり情報に及ぼす影響 

当該株式分割が前期首に行われた

と仮定した場合の１株当たり情報に

ついては、それぞれ以下のとおりであ

ります。 

前中間連

結会計期

間 

当中間連

結会計期

間 

前連結会

計年度 

１株当たり

純資産額 

22,468円23銭

１株当たり

純資産額 

30,199円45銭

１株当たり

純資産額 

25,695円10銭

１株当たり

中間純利益

金額 

1,421円60銭 

１株当たり

中間純利益

金額 

4,295円89銭

１株当たり

当期純利益

金額 

4,190円47銭

潜在株式調

整後１株当

たり中間純

利益金額 

1,350円78銭 

潜在株式調

整後１株当

たり中間純

利益金額 

4,181円49銭

潜在株式調

整後１株当

たり当期純

利益金額 

3,965円00銭
 

   

   ――――――――――― 
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前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

 
―――――――――― 

２ 当社は平成16年８月12日開催の取

締役会決議に基づき、次のとおり、

公募増資による新株式の発行を行

う旨の決議をしております。 

(1) 発行する株式の種類及び数 

  普通株式  4,000株 

(2) 募集の方法 

  公募による募集 

(3) 発行価額 

未定（日本証券業協会の定める公正

慣習規則第14号第7条の2に規定さ

れる方式により、仮条件による需要

状況を勘案した上で、平成16年8月

24日から8月30日までのいずれかの

日に一般募集における価額(発行価

格)を決定し、伴わせて発行価額（当

社が引受人より1株当たりの新株式

払込金として受取る金額）を決定い

たします。） 

(4) 発行価額のうち資本に組入れる

額 

未定（資本組入額は発行価額の2分

の1の金額とし、計算の結果1円未満

の端数が生じた時は、その端数を切

り上げるものとします。） 

(5) 発行価額の総額 

  未定 

(6) 払込金額の総額 

  未定 

(7) 払込期日 

平成16年9月1日から9月7日のい

ずれかの日 

(8) 新株式発行日 

払込期日の翌営業日 

(9) 配当起算日 

平成16年7月1日 

(10) 資金の使途 

当社の組成する投資ビークルへの

匿名組合出資等に充当する予定で

あります。また、匿名組合出資を受

けた投資ビークルは、自己勘定によ

る物件の取得計画に基づき、不動産

を購入することを予定しておりま

す。 

 

 
―――――――――― 
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前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

  ３ 当社は、平成16年8月12日開催の

取締役会において、グリーンシューオ

プションの付与者を新株式の割当先

とする第三者割当増資の決議をおこ

なっております。 

 (1) グリーンシューオプションにつ

いて 

 平成16年8月12日開催の取締役会にお

いて決議された公募増資及び株式の

売出しに伴い、その需要状況を勘案

し、引受人の買取引受による売出しと

は別に、900株を上限として日興シテ

ィグループ証券株式会社が当社株主

である本間良輔より賃借する当社普

通株式の売出し(「オーバーアロット

メントによる売出し」)を、おこなう

場合があります。この日興シティグル

ープ証券株式会社が当社株主である

本間良輔より賃借する当社普通株式

の返却を目的として、日興シティグル

ープ証券株式会社を割当先とし、平成

16年9月28日を払込期日とする第三者

割当増資の決議をおこなっておりま

す。これに関連して、当社は、割当先

である日興シティグループ証券株式

会社に対して、オーバーアロットメン

トによる売出しに係る株式数を上限

として、下記(2)に記載した条件によ

る第三者割当増資の割当を受ける権

利(グリーンシューオプション)を付

与する決議を同日の取締役会におい

て行っております。なお、当社の取締

役会は、第三者割当増資予定株式数

900株全てについて決議しております

が、オーバーアロットメントによる売

出しが減少又は中止された場合及び

安定操作取引で買付けた株式を、当社

株主である本間良輔より賃貸する株

式の返却に充当する場合並びにシン

ジケートカバー取引が行われた場合

には、その株数に応じて、当該第三者

割当増資をおこなう株式数が減少ま

たは当該第三者割当増資が中止され

ることがあります。 
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前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

  (2) 第三者割当増資について 

  ①発行する株式の種類及び数 

普通株式 900株 

  ②募集の方法 

グリーンシューオプション付与

者に対する第三者割当増資 

  ③発行価額 

未定（平成16年8月12日開催の取

締役会による公募による新株式

発行の発行価額と同一） 

  ④発行価額のうち資本に組入れる

額 

未定 

  ⑤発行価額の総額 

未定 

  ⑥払込金額の総額 

未定 

  ⑦払込期日 

平成16年9月28日 

  ⑧新株式発行日 

平成16年9月29日 

  ⑨配当起算日 

平成16年7月1日 
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６. 生産、受注及び販売の状況 

(1) 生産実績 

当社グループは、不動産投資アドバイザリー事業、アセットマネジメント事業、債権投資マネジメント

事業を主体としており、生産実績を定義することが困難であるため、生産実績の記載はしておりません。 

 
(2) 受注状況 

当社グループは、受注生産を行っておりませんので、受注実績の記載はしておりません。 

 

(3) 販売実績 

(単位：千円) 

当中間連結会計期間 

( 自 平成16年１月１日 至 平成16年６月30日 ) 
 

金額 
事業の種類別セグメントの名称 

 前年同期比(％) 

不動産投資アドバイザリー事業 1,488,261 31.9

アセットマネジメント事業 631,003 125.7

債権投資マネジメント事業 833,366 174.2

合計 2,952,631 72.5

(注) 1. 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は以下のとおりであります。なお、前中間

連結会計期間については、当該事項はありません。 

 

当連結会計年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 相手先 

金額(千円) 割合(％) 

マヒンドラ・インベストメント㈲ 516,022 17.5 

 
 

 
 
 


